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２０２３年１１月１日改定 

積水化成品工業株式会社 

内部統制システムの基本方針 

（１）積水化成品グループにおける取締役および使用人の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制 

当社は、当社および当社子会社（以下「積水化成品グループ」と総称する。）を対象

とする「サステナビリティ方針」を制定し、その取り組みの基盤の一つとして「コンプ

ライアンスを重視した誠実な経営活動」を掲げ、法令および社会倫理規範の遵守を企業

活動の根幹とする。その実現のために、社会の構成員として遵守すべき「コンプライア

ンス方針」を制定し、積水化成品グループの全ての役員、および使用人（以下「役職員」

と総称する。）に対し、法令および社会倫理規範に則った業務執行を求める。 

積水化成品グループのコンプライアンスについては、「コンプライアンス・リスク管

理委員会」においてグループ全体を横断的に統括、管理する。当社子会社には、規模に

応じて「コンプライアンス委員会」または「コンプライアンス責任者」を設置し、「コ

ンプライアンス・リスク管理委員会」委員長の指示に基づいて施策を実行する。積水化

成品グループの役職員に対しては、「コンプライアンス方針」を具体化した「コンプラ

イアンスマニュアル」を配布した上、それを利用したコンプライアンス研修を定期的に

実施することにより、コンプライアンス意識の醸成および定着を促し、コンプライアン

スを重視した業務執行の実現をはかる。 

反社会的勢力に対しては毅然とした行動をとり、一切関係を持たないことをコンプラ

イアンス方針およびコンプライアンスマニュアルに定め、周知徹底するとともに、反社

会的勢力排除のための社内体制の整備強化を推進する。 

監査役は、取締役会その他の重要会議に出席し、意思決定の適法性を確保するととも

に、監査役および内部監査部門である監査室が当社の各部門ならびに当社子会社の監査

を実施することにより、積水化成品グループ全体の業務執行の適法性および適切性を確

保する。 

また、財務報告の信頼性を確保するための内部統制を整備し、その適切な運用管理に

当たる。 

さらに、積水化成品グループの全役職員が、直接、社内担当部署または社外弁護士に

コンプライアンス違反を通報できる社内通報制度「ＳＫＧクリーン・ネットワーク」を

設置し、コンプライアンスに関する問題の早期発見および是正を図る。通報内容は秘守

し、通報者に対して、不利益な扱いを行わないことを「社内通報制度運用規則」に定め

る。 

 
（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、「文書管理規則」に基づき、取締役会資料・議事録をはじめとする職務の執

行・意思決定に係る情報を文書または電磁的記録（以下「文書」と総称する。）に保存

する。取締役、監査役および執行役員は、文書を常時閲覧することができる。 

文書を含む情報の管理は、「文書管理規則」、「情報セキュリティ基本規則」および

「個人情報保護規則」に基づいて実施する。 
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（３）積水化成品グループにおける損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

積水化成品グループは、「コンプライアンス・リスク管理委員会」において、発生す

る可能性のあるリスクを抽出し、そのリスクの大きさ、発生頻度等を評価分析すると同

時に、損失回避の方法を検討することなどによって、可能な限り損失の危機を排除し、

リスクを統括管理する。 

また、災害等のリスクに対しては、「危機管理マニュアル」を策定し、積水化成品グ

ループの役職員に周知徹底させることにより、当該リスクの発生防止に努めるとともに、

有事においては、「緊急事態対応措置要項」に基づき、社長を本部長とする「緊急対策

本部」が統括してグループ全体の危機管理にあたる。 

 

（４）積水化成品グループにおける取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制 

当社は、取締役会における経営の意思決定機能の最適化を図るとともに、業務執行と

その監督機能の分離を進め、それぞれの機能を強化するため、執行役員制度を採用する。 

当社では、取締役会を原則として月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに業務執

行状況の監督等を行う。さらに、取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させる

ため、取締役会の開催に先んじて、常勤の取締役、常勤監査役および執行役員が出席す

る常務会を毎月１回以上開催し、業務執行に関する基本事項および重要事項の審議を行

う。 

また、当社子会社の業務運営に関しては、「関係会社管理規則」に基づき、当社主管

部署に対する事業内容の定期的な報告と重要案件に係わる当社での審議・決裁を求める

こと、さらに、必要に応じて当該子会社に対して取締役、監査役、主要使用人等を派遣

すること等により、当該子会社における業務執行の適切性と効率的な事業執行を確保す

る。 

業務運営については、将来の事業環境を踏まえグループ中期経営計画およびグループ

年度計画を立案し、積水化成品グループの目標を設定する。各部門および各子会社にお

いては、その目標達成に向けて具体策を立案し、実行する。 

なお、変化の激しい経営環境に機敏に対応するため、ＩＴ技術を活用した電子役員会

議室で議論を行うなど業務の効率化を図るとともに、経営上重要な情報を識別し、確実

に取締役および執行役員に伝達されるシステムを構築する。 

 

（５）積水化成品グループにおける業務の適正を確保するための体制 

積水化成品グループは、（１）～（４）の内容等を中軸にして、企業集団の業務の適

正を確保する。 

加えて、「グループ会社社長会」などを通じて、グループ経営理念・事業ビジョンの

確認・徹底を図るとともに、中期経営計画の策定内容や業務執行状況および決算などの

財務状況に関する定期的なヒアリングを実施する。 

さらに「ＳＫＧポータル（グループ内のイントラネットサイト）」などを活用し、グ

ループ内相互の情報の共有化をはかる。 
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（６）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項 

監査役が補助すべき使用人を置くことを取締役に要請した場合、取締役は監査役と協

議のうえ、補助使用人を置く。 

監査役の下に補助すべき使用人を置く場合、当該使用人の異動等については、監査役

会の同意を要する。 

監査役により監査業務に必要な命令を受けた使用人は、他の業務に優先してこれを遂

行することとし、当該命令について取締役および執行役員等からの指揮命令権が及ばな

いこととする。 

 
（７）監査役の職務の執行について生ずる費用に関する事項 

取締役および執行役員は、監査役または監査役会が監査の実施のために弁護士、会計

監査人その他の社外の専門家に対して助言を求め、または調査、鑑定その他の事務を委

託する等し、所要の費用を請求するときは、当該請求にかかる費用が監査役または監査

役会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。 

また、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予

算を設ける。 

 

（８）積水化成品グループにおける取締役および使用人が監査役に報告するための体制 

積水化成品グループの役職員は、監査役から業務に関する事項について報告を求めら

れたときは、速やかに適切な報告を行うとともに、積水化成品グループに著しい損害を

及ぼすおそれのある事実、その他積水化成品グループの経営上重要な影響を及ぼす事実

を発見したときは、監査役に報告する。さらにその報告体制の整備をはかる。 

また、監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、取締役会

には監査役全員が、常務会には常勤監査役が出席するほか、決裁書その他業務執行に関

する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、執行役員または使用人にその説明を求

める。 

前段、前々段の報告・説明を行ったことを理由として、当該報告・説明者に対して、

不利益な扱いを行わない。 

さらに、監査役は、「コンプライアンス・リスク管理委員会」に出席し、また、積水

化成品グループにおける社内通報制度の内容およびコンプライアンス上の問題につい

て報告を受ける。 

なお、内部監査部門である監査室は、当社および子会社に対して会計監査および業務

監査を行い、監査結果はその都度、代表取締役および監査役に報告する。 

 
（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、会計監査人が実施した会計監査の説明を受けて、定期的に意見交換会

を行うほか、常勤監査役は会計監査人が実施する各事業所への監査に立会う等、会

計監査人と連携、協調を図り、監査の充実に努める。 

さらに、代表取締役をはじめ、各業務執行責任者と定期的な意見交換会を実施す

る。 

以 上 


